




表左側︓ 第3四半期と第4四半期の比較
売上⾼︓ 13%増加

① 親会社PTIから事業譲り受け
② ⾞載向けロジック製品が、コロナウイルス感染症拡大の影響から回復

損 益︓ 第3四半期の赤字から、⿊字回復
売上⾼の増加に伴い、営業、経常、純損益のいずれも⿊字回復

表右側︓ 年間での比較
売上⾼︓ 8%増加

• 2019年は、前半に、主要顧客の在庫調整による大幅な需要減
• 2020年は、貿易摩擦や、感染症拡大による需要の減少があったものの、

上記①等に加え、新規に獲得したファイナルテストビジネスの寄与等
費 用

• 年前半の先⾏投資によって、減価償却費の増加などがあったものの、
• その後の、市場環境に応じた設備投資の適正化や、費用抑制への注⼒

損 益︓ 年間においても、営業、経常、純損益のすべてについて、⿊字回復



⾞載⽐率
2020年 第3四半期と同水準
← ⾞載の回復に加えて、⾞載以外の分野も増加・回復

2020年度第4四半期の地域別⾞載比率
日本 46%
台湾 30%



2019年
主要顧客の在庫調整の影響による売上⾼の落ち込み
→ 思い切ったコスト構造の改善

→ 同じ47億円の売上⾼水準で、
2018年 第4四半期︓ 赤字
2019年第4四半期以降︓ ⿊字化

2020年
• 年前半の先⾏投資等による費用増で、営業利益の回復は控えめ
• ただし、バランスの取れた売上構成と構造改革により

下振れ要因に対して、底堅い事業構造



キャッシュフロー
設備投資のコントロールもあり、
四半期ベース、年間ベースともに、
フリーキャッシュフロー、プラスを継続

主要B/S項目
自己資本比率や、D/Eレシオ(※)等も改善
→ 市況や業績の変動に耐えられる財務体質を維持

※︓ (有利⼦負債 － 現預⾦) / 自己資本

2019/12 2020/9 2020/12

自己資本比率 40.2% 41.9% 42.5%

D/Eレシオ 0.49 0.43 0.35



設備投資
検収ベースで計上

2020年前半は、受託増加を⾒込んで
2019年後半から手配した設備が納入
→ 償却費増加の要因、ただし、
その後は、感染症の拡大や米中摩擦の影響を踏まえた、
投資の適正化を図り、既存資産の売却・整理も継続し、
資産のスリム化・効率化を推進





売上高︓ 前四半期比 13%増
2018年5月の、マイクロンへのDRAM向けテスト事業譲渡後における、
四半期ベース最大
前四半期に引き続き、⾞載向け製品の回復等による、
①堅調な需要
②売り上げの増加

損 益︓ 売上⾼の増加に伴って、前四半期、前年同期のいずれに対しても改善
純損益が前年同期比で減少しているのは、
昨年の第１四半期は、設備の売却益等による
特別損益が約1.2億円寄与していたため





2020年の⽅針と成果
日本、台湾顧客の世界的に競争⼒のある製品分野を核として成⻑するため、

• 半導体の⽣産がシフト、集中する台湾での顧客利便性を提供し、
• 自社及びPTIグループと連携した技術⼒をベースに、

顧客へ様々な提案を⾏い、併せて、
• 装置型産業として、設備投資そのものや、オペレーションの最適化を継続

事業の集中・集約
経営レベルにおいて、事業資源を集中・効率化するための施策を実⾏・決定

• PTIからの事業譲り受け
• テラプローブ会津の事業終了



国内拠点と、台湾⼦会社(次ページ)の双方で、日系顧客向けが回復・増加
→ 取り組みの成果

昨年の厳しい環境下における、⿊字回復に寄与



顧客とともに、オペレーションの改善を重ね、
要求される品質、コスト、納期の水準に合致
→ 日系顧客の受け皿としての評価が定着



以上を踏まえて、本年度も、この方針を継続
注⼒分野である⾞載については、
日本、台湾それぞれに具体的な目標比率を設定
日本 50%に対し、台湾 40%とした理由︓

• 台湾では、当社の強みである⾞載ビジネスの拡販を継続しつつ、
• ⽣産量、先端技術の両面で、世界的に重要なポジションであることから、

5G、AI向けなどの先端品の取り込みも重視

引き続き、不確定要素が大きい環境下ではあるものの、
一層の成⻑と、業績の改善に注⼒










